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技術者状況調査報告における技術者の取り扱い要領 

【2026】 

 

 

１ 技術者数の増減について 

（１） 技術者が増加した場合の取り扱い 

事由 報告時期 処理期間 

技術者を新たに雇用

した場合 

雇用関係を証明す

る書類の発行後 

報告書を受け付けた日から３ヶ月を経過した後

の毎月１日（１日が閉庁日の場合は直近の開庁

日）に登録を更新する。 

在職者が新たに資格

を取得した場合 

取得した資格免許

証等の発行後 

毎週月曜日（月曜日が閉庁日の場合は前開庁日）

15 時までに提出された報告書（※１）に基づき、

原則、翌週第２開庁日までに登録を更新する。 

   ※１ 毎年３月に実施する「建築関係建設コンサルタント業務に係る技術者保有状況等調査」 

で提出する報告書については、当該通知で指定する登録更新日とする。 

 

（２） 技術者が減少した場合の取り扱い 

事由 報告時期 処理期間 

職員が退職・死亡等

した場合 
速やかに（※２） 

毎週月曜日（月曜日が閉庁日の場合は前開庁日）

15 時までに提出された報告書に基づき、原則、

翌週第２開庁日までに登録を更新する。 

※２ 技術者数の減による修正報告が１ヶ月以上遅延した場合は、「鳥取県建設工事等入札参加

資格者資格停止要綱（以下「資格停止要綱」という）」に基づき、資格停止措置を行うことが

あるので留意すること。 

 

２ 建築設計事務所のランク付について 

（１）入札参加資格が新たに付与された者のランク付 

入札参加資格が新たに付与された者の建築設計事務所のランク付については、技術者数に関わら

ずランク付した日から１年間はＣランクに登録することとし、この場合、技術者（一級建築士）を

２名以上保有する者であっても、入札情報サービスの技術者（一級建築士）数を１名として登録を

する。 

ランク付した日から１年経過した後、ランク付された日以降に行った県発注業務の実績、成果品

を確認し、技術者数に沿ったランクで業務を行うことが適当と認められる場合に限り技術者数に応

じたランクに登録するものとする。 

従って、ランク付された日以降に、県発注業務を受注し、完了検査に合格した者は、検査結果を

県に報告するものとする。 

 

（２）入札参加資格を有する者が合併、分割した場合の取り扱い 

入札参加資格を有する者が合併、又は分割等の当事者となった場合は、合併又は分割等の変更後

の建築設計事務所の技術者数に沿ってランクを見直すことが適当と認められる場合に限り、直ちに

技術者数に沿ったランクに登録するものとする。 

 

（３）入札参加資格喪失後、３か月以上経過した者が再度認定された場合の取り扱い 

過去の認定期間中、県発注業務の実績があり、当該業務を行った技術者が在籍している場合、技

術者数に沿ったランクに登録するものとする。 

 

３ 設備設計事務所について 

（１）設備設計業務の入札参加を希望する場合は、常勤技術者のうち、下記に定める資格を有する者

が１名以上在籍することを要件とする。 

ア 設備設計一級建築士 

イ 建築設備士 



ウ 一級電気工事施工管理技士 

エ 一級管工事施工管理技士 

※ なお、ウ及びエについては当面の間の措置であり、将来的にはアまたはイの資格を有すること

を要件とする予定である。 

 

４ 技術者の常勤性について 

（１）休暇、休業、テレワーク及び出張について 

休暇、休業又は出張が連続して１ヶ月以上、または２ヶ月間に２分の１以上となった場合は常勤

性がないものとして扱うため、技術者数の減として修正報告を行うものとする。 

ただし、就業規則に規定された休暇のうち、法定である産前産後、休暇及び生理休暇、並びに法

定以外でいわゆる慶弔休暇（結婚、妻の出産、忌引等）等は除く。 

下記の例を参考に判断すること。 

ア テレワーク 

IT 技術の進展により、テレワークが一般化していることから、常勤性を認める。 

 ただし、技術者が県内（一般的に通勤範囲と判断される地域を含む）でテレワークを行う場合

に限る。 

イ 介護休業 

介護休業は、介護対象となる家族１人につき通算９３日まで取得することができ、最大３回ま

で分割して取得することができる。 

１か月介護休業 → １か月勤務（×３）などの工程で、休業が２ヶ月間に２分の１以上となら

なければ常勤性は認められる。 

ウ 育児等による短時間勤務 

４（１）のとおり、休業期間が２か月間に２分の１以上となった場合は常勤性がないと定めて

おり、一般的な短時間勤務（１日６時間勤務）であればこれに該当しないため常勤性は認められ

る。 

エ 育児休業 

育児・介護休業法上の育児休業は、子の養育を行うために、休業期間中の労務提供義務を消滅

させる制度であり、休業期間中に就労することは想定されていない。 

父親、母親のいずれかが、例えば１年間の育児休業を取得する場合、休業期間が２か月間に２

分の１以上となり、月の半分以上勤務できないため実情では常勤性は認められない。 

また、育児でつらい中、働かされることは、働きやすい職場と乖離することになると思われる

事からも認められない。 

 

（２）出向について 

他社への出向の有無等について、技術者の人数としては、出向先のみ常勤技術者として認めるも

のとする。 

 

（３）他の建築士事務所の技術者を掛け持ちしている場合の取扱いについて 

他の建築士事務所の技術者を掛け持ちしている場合は、常勤性の確認が困難であるため、勤務実

態に関わらず常勤職員として扱わないものとする。 

なお、他の建築士事務所で勤務していることが判明した場合、「資格停止要綱」に基づき、資格停

止措置を行うことがあるので留意すること。 

 

（４）常勤性の確認方法について 

技術者の常勤性を確認するため、技術者と入札参加資格者の雇用関係を証明する次のいずれかの

書類の写しを提出するものとする。 

書類名称 添付部分 

健康保険資格確認証 所属建築設計事務所の商号又は名称、交付年月日、対象者氏名 

健康保険・厚生年金被保険者

標準報酬決定通知書 

所属建築設計事務所の商号又は名称、交付年月日、対象者氏名 

住民税特別徴収税額通知書 所属建築設計事務所の商号又は名称、通知年月日、対象者氏名 

雇用保険者証 所属建築設計事務所の商号又は名称、交付年月日、対象者氏名 

源泉徴収票 所属建築設計事務所の商号又は名称、交付年月日、対象者氏名 

確定申告書 所属建築設計事務所の商号又は名称、交付年月日、対象者氏名  

※１ 上記確認資料は、申請書等の写しによる提出も可とする。（正式書類は後日提出可とする） 



※２ 上記資料が提出できない場合は、別途聞きとりを行うことがある。 

※３ 被保険者証の写しを提出する際には、被保険者等記号・番号等にマスキングを施すこと。 

 

５ その他 

（１） 上記によらない変更などの処理期間は、１（１）在職者が新たに資格を取得した場合に準じるも

のとする。 

 

 

 


